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研究要旨 

早産・極低出生体重児において母乳は栄養だけでなく“薬”としての役割も指摘されている。

母親の母乳が得られない・児に与えることができない場合は、人工乳ではなく母乳バンクで低

温殺菌処理されたドナーミルク（以下、DHM）を与えることが推奨されており、世界的にも各地

で新たに母乳バンクが設立されている。日本における母乳バンクの歴史は浅いが、より多くの

早産・極低出生体重児に提供できるよう本研究班が立ち上げられた。 

本研究班の目的は、NICU 入院中の早産・極低出生体重児で、母親の母乳が得られない、また

は、何らかの理由により児に与えることができない場合に安全な DHM を安定して幅広く提供で

きるシステムを整備することである。 

インフラ整備：2021年度は日本橋母乳バンクのみの運用となっているが、提供量、低温殺菌処

理量、配送量ともに増加している。2022年 3月では、ドナーからひと月に約 162 ℓの母乳を受

け取り、月間 147 ℓの低温殺菌処理を行った。破損や混入物、ならびに培養検査にて不適と判

定されたため破棄したものは 15 ℓであった。NICU に配送した DHM量は 124.7 ℓとなった。

2020年度の月平均 42ℓからくらべると格段に増加した。2021年度に DHMを利用した児は 360名

以上であり、配送量と合わせて毎年増加している。のちに示すアンケート調査結果からも、海

外よりも早めに DHMを終了している施設も散見されるため、今後、海外同様に修正 33-34 週ま

で母乳の不足分を DHM で補うようにとなると一人当たり平均使用量は増加する。年間 6000人以

上の極低出生体重児が出生することから、現在の日本橋母乳バンクだけでは安定供給できなく

なるのは明らかである。今後、DHM利用者数ならびに一人当たりの利用量が増加しても、安定

的に DHM を供給できるよう令和 3年度には日本財団母乳バンクを設立し、令和 4年 4月より運

用が開始された。 

アクセスの簡易化：母乳バンクを利用する施設は毎年増加してはいるものの、早産・極低出生

体重児を診療する日本すべての NICU施設からみれば、2割強にすぎない。病院施設に対するア

ンケート調査結果（令和 2年度報告書参照）では、母乳バンクを利用しづらい一因として、年

間契約費（日本橋母乳バンクとの契約では年間費用が発生する）・母乳バンクへのアクセス方

法がわかりにくい・倫理審査が必要などがある。費用については、東海ネオフォーラムが行っ

ているように複数施設がまとまって年会費を捻出することで、個々の施設に対する負担が減る

かもしれない。よりシンプルにするため、日本財団母乳バンクは 1年間の期間限定で契約費無

料で DHM を利用可能とする。DHM を利用しやすくするように DHM 利用開始マニュアルを作成

し、新生児医療連絡会加盟施設に郵送した。倫理審査書類もウェブからダウンロードできるよ

うになっている。 

レシピエント家族への配慮：実際に DHMが必要となったとき、レシピエント家族から同意を得

ることが必要である。安心して DHM を利用してもらえるために、DHMを利用した児の両親の思

いを調査し、その結果をまとめた。DHM の必要性は理解してもらえてはいるが、担当医師から

の説明前に母乳バンクについて知っていたという両親は少なく、今後、より広く周知していか

なければならないと考えた。 
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ドナー登録施設の整備：DHM へのアクセスを改善するとともにドナー登録施設の整備も重要で

ある。赤ちゃんにやさしい病院（BFH）は日本に 65施設（2020 年）あり、これらの施設でドナ

ー登録が可能となるよう働きかけている。また、よく多くの施設がドナー登録に参加してもら

えるよう、本研究班においてドナー登録マニュアルを作成した。 

エビデンスの構築：DHMを利用することで、合併症（壊死性腸炎/未熟児網膜症/慢性肺疾患/後

天性敗血症）の減少、静脈栄養期間の短縮、NICU 入院中の体重増加につながるのか、エビデン

スの構築を目的としてレジストリを導入した。NICU 医師の負担を減らせるよう工夫しつつ全例

把握できるように DBを整備している。令和 3年度の結果では、生後早期から DHM を用いて経腸

栄養を開始することで壊死性腸炎や未熟児網膜症の罹患率が低下する可能性が示唆された。 

補足：母乳バンク利用施設に対するアンケート調査：母乳バンクを利用する NICU 施設が増えて

きたことを受けて、利用施設における DHM の利用目的・利用状況・問題点ならびに、極低出生体

重児の経腸栄養の現状について調査した。DHMの適応は、在胎週数＜28 週、出生体重＜1500ｇと

いう回答が多かった。超低出生体重児の経腸栄養開始時期は、全施設が生後 24時間以内と 

答えたが、実際に 24 時間に開始している施設は 50％であった。このうち、７施設が生後 12 時

間以内に経腸栄養を開始しており、全施設 DHMを利用していた。超早産児において生後早期から

経腸栄養を開始する傾向にあるが、実際に生後 12～24 時間以内から開始するためには母乳バ 

ンクの利用が重要と考えられる。 

安全な DHMを提供するための基礎研究 

提供する DHM の成分分析：DHMのたんぱく質と熱量についても測定した。親の母乳が与えられな

い場合、早産児には DHMが推奨される。DHMの平均たんぱく質量と熱量は 1.28g/dLと 76.4Kcal/dL

であった。早産由来と正期産由来の比較では、早産由来の方がたんぱく質量、熱量ともに多かっ

た（たんぱく質量：早産由来 1.31±0.08、正期産由来 1.16±0.09 g/dL、p=0.0005、熱量：早産

由来 80.1±9.1、正期産由来 71.4±8.3 Kcal/dL、p=0.0113）。日本の母乳バンクでは早産由来

が多いこともあり、単独ドナーでもたんぱく質量、熱量が少ない DHM はなく、母乳分析を行えば

単独 DHM でも問題ないと考えられる。 

凍結乾燥母乳の検討：乾燥母乳パウダーを 3か月、6か月各種条件で保存したのちの成分変化

および細菌培養を施行した。その結果、成分には大きな変動無く、細菌の増殖もないことが判

明した。 

極低出生体重児の栄養管理を標準化する利点に関する検討（ADVANCE: Application of Donor 

milk to VLBW Alimentation reduces uNnecessary CV line Extended use）：極低出生体重児

に対して、出生直後からアミノ酸輸液を中心とした静脈栄養に加えて、生後 12時間から母乳お

よび DHM を用いた経腸栄養を行った際の臨床的効果を従来管理と比較検討している。症例数は

まだ不十分であるが、令和 4 年度の最終報告までに結果をまとめたい。 

 

研究分担者 
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はじめに 

 

超早産児に対する母乳栄養は、壊死性腸炎、重症

感染症、未熟児網膜症、慢性肺疾患などの罹患率を

低下させるため“薬”としての役割を持つ。中でも、

超早産児が壊死性腸炎にり患した場合は救命率が

低いだけでなく、救命できても将来の QOL の低下

につながるため、母乳栄養による予防が最も重要

である。早産児、特に極低出生体重児や消化管疾

患・心疾患があるハイリスク新生児にとって経腸

栄養の第一選択は児の母親の母乳（以下、自母乳）

である。しかし、母親の状況や合併疾患によっては

必ずしも母乳が得られる、または、母親の母乳を児

に与えられるとは限らない。このような場合、人工

乳よりも壊死性腸炎罹患リスクが低いドナーミル

ク（DHM）を用いるよう日本も含めた小児科学会で

推奨されている(1-3)。また、ドナーミルクを用い

ることで生後早期から経腸栄養が開始できるため、

輸液期間の短縮ならびに新生児集中治療室（NICU）

入院中の体重増加の改善が期待されており、新生

児医療にもたらす恩恵は大きい（4，5）。日本でも

2017 年に日本母乳バンク協会が設立され、この数

年、母乳バンクを利用する NICU施設が増えてきた。

2021 年は 1 年間で 360 人以上の児にドナーミルク

が利用され、これまでに母乳バンクを利用したこ

とのある施設は 47施設となった。しかし、新生児

臨床研究ネットワークに加盟している 192 施設の

4 分の 1 にすぎず（6）、以前として母乳バンクを

利用する施設は限定的と考えられる。つまり、母親

の母乳が出ない場合、もしくは母親の母乳を利用

できない場合、極低出生体重児のおおくは人工乳

もしくは “もらい乳”（他の母親の母乳）が与え

られていると推測される。 

令和 3 年度の調査として、１）母乳バンクを

利用したことのある NICU施設へのアンケート調査

を行い、米国における DHM 利用方法と比較すると

ともに、２）DHM成分の検討を行った。 

昨年度の厚生労働科学研究費補助金「ドナー

ミルクを安定供給できる母乳バンクを整備するた

めの研究」でのアンケート調査では、回答が得られ

た 154 施設の 91％が母乳バンクの必要性を認めて

いる（和田友香 令和 3 年度厚生労働科学研究費

補助金 分担研究報告書）。また、現在、母乳バン

クを利用していない施設の 7 割近くが今後、利用

したいと回答している。このアンケート調査結果

からは、母乳バンクを利用しない理由として、施設

承認（倫理審査など）を得る手間と年間契約費の捻

出が明らかになった。今回、母乳バンク利用にかか

わる問題点を明らかにするために、すでに母乳バ

ンクを利用している施設を対象としてアンケート

調査を行った。 

 

つぎに、提供する DHMの成分分析は、超早産児の発

育に重要な熱量・たんぱく質量を摂取できている

かの判定にもつながるため、重要である。一般的に、

正期産の母親がドナーとなった場合は、早産の母

親に比べて提供された母乳のたんぱく質量が少な

いこと、ドナー間でばらつきがあることが問題視

されている。対策として、DHM のたんぱく質量をで

きるだけ均一とするために、ルチーンに複数ドナ

ーの母乳を混ぜて低温殺菌処理をしている国もあ

る（5）。日本でも長期間にわたって DHMを必要す

る児には、担当医の要望があれば、複数のドナー母

乳を混ぜ“複数 DHM”として提供している。 

超早産児においてたんぱく質摂取量はその後の成

長発達とも関連するため（6）、early aggressive 

nutrition として子宮内蓄積量と同等の 3.5-４

g/kg/日を与えることを目標としている。母親の母

乳が得られるまでの“つなぎ”としての DHM利用で

あれば、DHM間のたんぱく質量のばらつきはさほど

問題とはならないが、長期間にわたって DHM を主

要な栄養として利用する場合には、たんぱく質摂
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取量を計算し目標価（3.5-4g/kg/日）に近づける工

夫が必要となる。今回、実際に母乳バンクから提供

している単独 DHM のたんぱく質量と熱量を比較検

討した。 

 

令和 3年 11月 7日（日曜）午後にオンラインにて

ドナーミルクを利用されたご家族 11組と親の会を

開催した。その中で、実際に DHMを使ったときの気

持ちを確認した。 

最後に新たな母乳バンクを設立するにあたっての

バンクスタッフ教育ツールを本研究班にて翻訳し

た（資料１）。 

 

対象と方法 

 

１）母乳バンク利用施設へのアンケート調査：これ

までに日本母乳バンク協会との契約のもとで DHM

を利用したことがある 47施設を対象としてメール

によるアンケート調査を行った。DHMを利用する施

設が増えている中で、現状での DHMの利用目的・利

用状況・問題点を明らかにするために本調査を実

施した。この調査は厚生労働科学研究費補助金

「DHM を安定供給できる母乳バンクを整備するた

めの研究」のもとで行った。アンケート調査票を資

料２に示す。回答率を高めるために、最大で 3回ま

ではリマインドメールを送った。 

 

２）母乳成分分析研究：対象は 2020年 9月～2021

年 5月に登録した 116名のドナーのうち、2回以上

母乳を提供した方は 25名である。母乳提供が１回

のみの方は量も少ないことが多く、DHMとして NICU

に提供する割合としては少ないため、今回の検討

では、２回以上提供された方を対象とした。このう

ち 13 名は早産女性（出産週数 22～30 週）、12 名

はホームページからドナー登録を申し込んだ正期

産女性であった。対象者の年齢、出産週数、母乳を

提供した回数を表１に示す。 

提供された母乳を低温殺菌処理した後

の DHMを分析とした。DHMの成分分析は Miris社製

母乳分析器（Miris.Co.Ltd、Uppsala, Sweden）を

用いて測定した。-30℃で保存した DHMを冷蔵庫内

で解凍したのちに、取り扱い説明書に従って加温・

ソニケーションを行い測定した。この母乳分析は、

赤外分光システムを使用することで母乳成分及び

総エネルギー量を数分で測定する方法である（7）。

測定は 3 回行いその平均値を採用した。なお、各

DHMの代表値は、そのドナー由来の DHMをもちいて

測定した値の平均値を用いた。早産ドナー由来の

DHM（早産 DHM）と正期産ドナー由来の DHM（正期産

DHM）の比較は外れ値を ROUT（Q＝１％）により検

定、その後に、正規性を Kolmogorov-Smirnov test

を行ったうえで、unpaired t-testにて検討した。

早産 DHM のたんぱく質量については、産後月数に

よる変化を Kruskal-Wallis検定を用いて統計処理

を行った。 

 

結果 

 

１）母乳バンク利用施設へのアンケート調査： 

アンケートを送った４７施設のうち 37施設

（78.9％）から回答を得た。この 37施設に 2021

年に入院した極低出生体重児（出生体重 1000～

1499ｇ）は 567名、超低出生体重児の人数は 525

名であった。 

2021 年に消化管疾患術後の児を診療したことがあ

る施設は 32施設（86％）、壊死性腸炎（NEC）を合

併した児を診察したことがある施設は 15 施設

（41％）であった。 

 

 

DHMに関する設問 

2021年に DHMを使った人数は 0人～45人（中央
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値 6人 平均値 12.1人）。トータルで 354人に

DHMが与えられていた。なお、年間 20人以上利用

した施設は７施設あり、これらの 7施設ではこの

期間に出生した 292人の極低出生体重児のうち

218人と約 3/4に DHMを使っていた

（218/292:74.6%）。 

DHM を使う際の同意はすべて文書により同意がと

られていた。担当医（主治医）が DHMの利用にあた

って同意をとっていると答えた施設が 30 施設

（81％）であった。DHMの担当医を決めて同意をと

っている施設が 2 施設、その他は入院時に説明を

した医師など不特定であった。なお、看護師がとる

施設はなかった。 

 

DHMの児に対する健康上の利点（図１）：超早産児

に対しては全施設が DHM の健康上の利点があると

回答した。後期早産児においては、“そう思う”と

回答したのが 14%、“どちらかというとそう思う”

が 75%、“どちらかというとそう思わない”が 11%

であった。一方、正期産児においては、“そう思う”

と回答したのが 11%、“どちらかというとそう思う”

が 36%で、“どちらかというとそう思わない”が 47%、

“そう思わない”が 6%であった。χ二乗検定の結

果、p 値は 0.0001 未満であり、DHM の健康上の利

点は対象となる児の未熟性によってかわることが

わかった。 

 

図１：超早産児に対して DHM の健康上の利点があ

ると思う施設は 100%であった。後期早産児にお

いてそう思うと回答したのが 14%、どちらかとい

うとそう思うが 75%、どちらかというとそう思わ

ないが 11%であった。一方、正期産児においてそ

う思うと回答したのが 11%、どちらかというとそ

う思うが 36%で、どちらかというとそう思わない

が 47%、そう思わないが 6%であった。 

 

 

 

 

 

図２：DHMを利用する対象：在胎週数の項目に回答

した施設は 27 施設で、28 週未満が 20 施設

（74.1%）、28-32 週が 6 施設（22.2%）、33-36

週が 1施設（3.7%）であった。一方、出生体重の

項目に回答した施設は 26 施設すべてが 1500ｇ

未満と回答した。 

 

 

図３：週数・体重以外に DHM を利用する場合とし

て、medical NEC の禁乳後、消化管の外科手術後、

ミルクアレルギーと答える施設が 15施設以上あ

った。 

 

 

DHMから人工乳に移行する基準については、修正 28

～30週、32週、34週、生後 7日・14日・1か月

など出生後時間経過で判断する施設が 17 施設

（45.9％）、体重が 1500ｇに到達したときに設

定しているのが 5 施設（13.5％）、経腸栄養量
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（100ml/kg/日または 160ml/kg/日）に到達した

ときと設定しているのが 3 施設であった。結果

として 7 割近く（25 施設：67.6％）の施設が修

正週数や体重、経腸栄養量を目安にしているの

に対して、それ以外の施設は主治医の判断や症

例によって決めていることがわかった。 

         

各施設で DHM を使用する家族から拒否された割合

についての質問では、拒否されたことがないと答

えた施設が 26施設（74％）、拒否された割合が 5％

未満が 4 施設（11％）、拒否された割合が 5-10％

が 2施設（6%）、拒否された割合が 10%以上が 3施

設（9%）であった（図 4）。 

 

図 4・DHMの使用を家族から拒否された割合 

 

 

DHMの支払いに関する質問では、病院が負担すると

回答した施設が 24施設（24/37; 64.9%）、小児科

が負担していると回答した施設が 4施設（10.8%）、

患者家族が負担すると答えた施設が 2 施設であっ

た。その他と回答した施設が 7施設あったが、これ

は複数施設でまとめて支払っているためであった。 

 

DHM 利用料（年間契約費）ついては“適切である”

と“どちらかといえば適切である”と回答した施設

が 29施設（80.6％：29/36）であった。1施設が“適

切ではない”と回答していた。 

 

オーダーしてから DHM 受け取りまでの時間につい

ては 36 施設から回答があり 35 施設は適切である

と回答していた。1施設はどちらかというと適切で

はないと回答されていたが、沖縄の施設であり、3

日間かかってしまうためやむを得ないと考える。 

 

母乳バンクから提供している DHM は安全であると

思うかという設問に対しては、すべての施設が”そ

う思う“”どちらかといえばそう思う“と答えてい

た。 

両親、看護師ならびに新生児科医師は DHM に受容

的かという設問にはどの設問に対しても 1 施設を

除いてすべての施設が”そう思う“”どちらかとい

えばそう思う“と答えていた。 

 

経腸栄養の開始は施設で標準化していると主治医

の裁量によるが半々であった。経腸栄養開始を標

準化している施設と主治医のゆだねている施設で

超低出生体重児における実際の経腸栄養開始時期

を比較したところ、標準化している施設では中央

値は生後 12時間から 24時間であったのに対して、

主治医にゆだねている施設では生後24時間から48

時間であり、Mann-Whitney U 検定で p 値は 0.064

と有意差はないものの標準化している施設のほう

が早く経腸栄養を始めている傾向にあった。 

 

経腸栄養開始時期について 

【超低出生体重児 AGA】 

経腸栄養の理想的開始時間は 6 時間以内が 6 施設

（16.7%）、6-12 時間が 15 施設（41.6%）、12-24

時間が 15施設（41.6%）であった。それに対して、

実際の開始時間は 12時間以内と 12-24時間が 9施

設ずつ（25%）、24-48 時間が 8 施設(22%)、48-72

時間が 10施設(28%)であった（図５A）。 
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図 5A：経腸栄養の理想的開始時間は 6 時間以内が

6 施設（16.7%）、6-12 時間が 15 施設（41.6%）、

12-24 時間が 15 施設（41.6%）であった（上段）。

それに対して、実際の開始時間は 12時間以内と12-

24時間が 9施設ずつ（25%）、24-48時間が 8施設

(22%)、48-72時間が10施設(28%)であった（下段）。 

 

経腸栄養の開始に母乳または DHM を使用する施設

が 19施設と過半数を占めた。また母乳が手に入ら

ない場合は人工乳から開始する施設が 2 施設あっ

た。実際に生後 12時間以内に経腸栄養を開始する

9つの施設はすべて DHMを利用していた。 

9 施設ともに超早産に対して DHM は有効であると

考えており、新生児医も看護師も DHM に対して受

容的であった。（図 5B） 

 

 

【超低出生体重児 SGA】 

経腸栄養の理想的な開始時間は AGA と同様の結果

で、6 時間以内が 17%、6-12 時間が 41%、12-24 時

間が 42%であった。それに対して実際の開始時間は

12 時間以内が 24%、12-24 時間が 26%、24-48 時間

が 18%、48-72時間が 32%であった。（図 6A） 

 

 

 

 

 

図６A：経腸栄養の理想的な開始時間は AGAと同様

の結果で、6時間以内が 17%、6-12時間が 41%、12-

24時間が 42%であった（上段）。それに対して実際

の開始時間は 12時間以内が 24%、12-24時間が 26%、

24-48 時間が 18%、48-72 時間が 32%であった（下

段）。 

 

 

図６B：経腸栄養の開始に母乳または DHMを使用す

る施設が圧倒的に多かった。また人工乳から開始
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する施設は４か所あった。 

 

 

【極低出生体重児 AGA】 

経腸栄養の理想的な開始時間は 6 時間以内が６%、

6-12 時間が 50％、12-24 時間が 44%であった（上

段）。実際の経腸栄養開始時間は12時間以内が25%、

12-24時間が 31%、24-48時間が 25%、48-72時間が

19%であった（下段）（図 7A）。 

 

 

 

 

 

経腸栄養の開始に母乳または DHM を使用する施設

が多かった。ただ、人工乳から開始する施設が 12

まで増加した（図 7B）。 

 

 

【極低出生体重児 SGA】 

経腸栄養の理想開始時間は 6 時間以内が 11％、6-

12時間が 53％、12-24時間が 36％であった（図 8A）。 
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経腸栄養の開始に母乳または DHM を使用する施設

が多かった。人工乳から開始する施設が 12あった

（図 8B）。 

 

図９：経腸栄養の標準化の有無と超低出生体重児

に実際に経腸栄養を開始した時間の関係を示す。

１：生後 12時間以内 ２：生後 12－24時間 ３：

生後 24－48 時間 ４：生後 48－72 時間。Mann-

Whitney U検定で p値は 0.064と有意差はないもの

の標準化している施設のほうが早く経腸栄養を始

めている傾向にあった。 

 

本研究班で行った全 NICU対象のアンケート調査結

果（分担研究者：和田友香）と比較すると以下のこ

とが見えてきた。 

１）超低出生体重児における理想的な経腸栄養開

始時期を生後 12時間と 24時間と回答した割

合：母乳バンクを利用している施設では、そ

れぞれ 58.3％と 41.7％であり、全 NICUでは

18％と 58％であった。 

２）実際に生後 24時間以内に経腸栄養を開始し

ている NICUの割合：母乳バンクを利用して

いる施設では 50％であり、全 NICUでは 30％

であった。 

３）経腸栄養の開始に人工乳を用いる NICU の割

合：母乳バンクを利用している施設では 5％で

あり、全 NICUでは 24％であった。 

以上より、母乳バンクを利用している施設では、よ

り生後早期から経腸栄養を開始することを理想と

しているだけでなく、実際にも生後 24時間以内か

ら経腸栄養を開始できていることがわかった。ま

た、経腸栄養の開始に人工乳を用いる施設も少な

いことがわかった。 

 

２）母乳成分分析研究： 

たんぱく質量：単独ドナー25 名全体の DHM 中たん

ぱく質量は 1.0-1.9 g/dLであった。ROUT検定の結

果、早産 DHM の 1.8 と 1.95 g/dL を外れ値として

除外したのちに統計処理を行った。早産 DHM と正

期産 DHMのたんぱく質量に有意差が認められた（平

均値±SD：早産 DHM1.31±0.08 g/dL、正期産ドナ

ー1.16±0.09 g/dL、p=0.0005、図 1）。 

 

熱量：単独ドナー25 名から提供された母乳を低温
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殺菌処理した後の DHM熱量は 60.5-101 kcal/dL で

あった。早産 DHM と正期産 DHM の熱量に有意差が

認められた（平均値±SD：早産 DHM80.1±9.1 

KCal/dL、正期産 DHM71.4±8.3 KCal/dL、p=0.0113、

図 2）。 

 

産後経過に伴う DHM 中たんぱく質量の推移：同じ

ドナーから提供された場合も、それぞれ産後月数

別の DHMとして個別に扱っている。早産ドナー、正

期産ドナーにおける産後月数別の提供母乳（試料）

数を表 3 に示す。図 3 に早産 DHM と正期産 DHM を

搾乳した時期別にわけたタンパク質量を示す。早

産 DHM では、産後経過とともにたんぱく質量は低

下していた。なお、正期産 DHMにおいてはサンプル

数が少ないため検討を行っていない。 

1か月2か月3か月4か月5か月
0.0

0.5

1.0

1.5
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３）DHM利用者への聞き取り調査 

A）DHMについての理解：ほとんどの方が事前に DHM

を知らず、ゼロから学ぶ・調べるケースが多い。ま

た、母体への負担もある産後直後に、早産された混

乱の中に必死に学び・調べていたことがわかった。 

B）DHM の安全性・栄養面での不安：本当に安全な

のか不安があったことがわかった。父親からは人

工乳のほうが栄養面では優れているのではないか

という声もあった。 

C)自分以外の女性の母乳を与えられることへの抵

抗感：自分の母乳を与えたいという思いは母親共

通の思いであり、もし産後すぐは DHM が必要だと

しても自分自身に対して搾乳支援・声かけも欲し

かったという声が多かった。 

D）出生後早期から DHMによる経腸栄養を開始する

場合、母親よりも父親が判断しなければならない

ことも多い。父親にも母乳バンクと DHM について

情報提供しておくことも必要であることがわかっ

た。 

 

 

考察 

 

１）母乳バンク利用施設へのアンケート調査 

この施設に 2021 年に診療した極低出生体重児は

1046名であり、2020年に日本で出生した極低出生

体重児 6228人の約 1/6にあたる。 

・日本では文書での同意は 97%、口頭での同意は 3%

であったが、アメリカでは文書での同意は 78.7%、

口頭での同意は 18.9%と日本の方が文書による同

意が多かった(7)。 

・同意はとる人はアメリカでは医師・特定看護師

(Nurse Practitioner) が 43.3% 、 正 看 護 師

(Registered Nurse)が 21.3%、医師・特定看護師・

正看護師が 32.9%、同意を得ないが 1.6%という結

果であった(7)。それに対して、日本では医師が

100%であった。医療制度の違いからか、看護師がと

るケースや同意を得ずに施行するというケースは

なかった。 

・アメリカでは家族からの拒否が 10％未満の割合

が 86.3%、10-25%が 10%、26%以上が 1.7%の結果で

あった(7)。それに対して、日本では拒否されなか
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った割合が 74%、5％未満 

が 11％、5-10％が 6%、10％以上が 9％という結果

であった。米国では HMBの歴史は古く、DHM利用に

対する不安は少ないと考えていたが、日本におけ

る DHM利用拒否が 10％未満が 91％と米国とくらべ

ても少なくとも DHM を拒否する家族が多くないこ

とは興味深い。もともと日本においては妊娠中か

ら母乳育児を希望する女性がおおいからかもしれ

ない（8）。なお、拒否された割合が 10％以上の 3

施設では年間の DHM 使用数が 5 例以下であった。

一方拒否されたことがない 26 施設では年間の DHM

使用数の中央値 7例（25パーセンタイル・75 パー

センタイル：2.5・13.75）であり、比較的使いなれ

た施設のほうが拒否されにくいのかもしれない。 

 

・DHMの支払いはアメリカでは病院負担が 86％、保

険が 13.8％という結果であった(7)。米国では５つ

の州で早産児に DHM を使用した場合の実費給付保

険が法制化されている。それに対して日本では小

児科医局が負担している施設があった。小児科で

DHM の支払いを負担していると答えた 4 施設のう

ち 3 施設は大学病院であり、研究費が利用できる

のかもしれない。患者家族に請求すると答えた施

設には個別に確認したところ、入院時食事療養費

として請求しているとのことであり養育医療でカ

バーされていると推測される。なお、DHMの費用に

ついては、米国では 1オンス（30ｍL）あたり 4ド

ルで提供している。大体どのくらいの費用がかか

るかについて調査した論文では、十分に母親の母

乳が得られる児の場合で平均 1 人あたり 27 ドル、

母乳量が不十分である場合で平均 1 人あたり 154

ドルであったと報告されている（9）。日本の年間

契約費用も 1オンス 4ドルに基づいており、1リッ

トルあたり 15,000 円となっている（1 ドル 120 円

で計算すると 15,840 円/リットルとなる）。年間

20 リットル利用予定の施設では年間 30 万円の契

約費としているが、実際には契約量を超えて使用

していることがわかってきた。年間契約の総量は

285リットルだが、実際に NICUに配送した量は 778

リットルであった。今回の調査では、年間契約費は

適切ととらえている施設がほとんどであったが、

母乳バンクの活動についてサステナビリティを考

えると、配送量に応じて適正に支払いを求めなけ

ればならない。実際に研究費で支出している施設

もあるようなのでこの年間契約費をどのように捻

出するかは今後の課題かと思われる。 

発注後に受け取るまでの時間は、沖縄県の 1 施設

を除いて適切であると判断されていた。これは日

本の流通システムの優れている点かもしれない。

今後、沖縄にも小規模母乳バンクを設立すること

も検討が必要かもしれない。 

DHM に関する安全性や NICU・家族からの受け入れ

についても、これまでに母乳バンクを利用した施

設では、母乳バンクの DHMに対する安心感があり、

その結果として医師・看護師も受け入れやすいの

かと推測される。 

経腸栄養の開始は施設で標準化していると主治医

の裁量によるが半々であった。以前、われわれが行

ったアンケート調査では 35％は標準化していると

いう答えであったので、母乳バンクを利用する施

設は標準化する割合が高いのかもしれない（10）。

経腸栄養を標準化することの利点はこれまでも取

り上げられており（11）、今後、DHMが普及するこ

とで、わが国でも広まっていくことと考えられる。 

DHM の適応に関する回答では、在胎週数 28 週未満

が 74.1％、28-32週が 22.2％、33-36週が 3.7％と

回答していた。それに対してアメリカでは具体的

な週数ではなく、各個人に合わせて特定の在胎週

数を満たさない場合に適応する割合が 79.3％であ

り、32週未満が 49.9％、33-36週が 42.0％という

結果であった（7）。一方、出生体重に関しては、

適応を 1500g 未満と設定している施設が 100％で
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あったが、アメリカでは 1500g未満が 18.3%、1500g

が 55.3％、体重で規定しない施設も 26.4％あった

（7）。 

・DHMの対象疾患として、アメリカでは母乳が十分

に得られなかった場合が最も高く、という結果で

あった(7)。それに対して、日本では medical NEC

禁乳後（40.5%）、消化管の術後（43.2%）、ミルク

アレルギー（40.5%）が適応疾患として高かった。

米国の報告でも、medical NEC の禁乳後に DHMを利

用する施設が 62.4％、外科手術後が 26％、重症仮

死低体温療法後が 20％みられている。興味深いの

は米国の報告では両親のリクエストが 52.2％あり

(7)、日本とは DHMに対する考え方が異なると推測

される。 

DHMの児に対する健康上の利点では、すべての施設

が、超早産児に対して DHM の健康上の利点がある

と答えた。後期早産児においても、“どちらかとい

うとそう思う”まで含めると 9割近い施設が DHMに

肯定的であった。一方、正期産児においても 47％

の施設が“そう思う”、または、“どちらかという

とそう思う”と答えていた。母乳バンクプログラム

を有する施設では超早産児に限定せず DHM に対す

る評価が高いと推測された。 

・DHMから人工乳に移行する基準としては、適応基

準同様にアメリカでは各個人に合わせて特定の週

数に達した場合（76.9%）、特定の体重に達成した

場合（44.3%）が高かった(7)。それに対して、日本

では修正 32週を基準としている割合（19%）が最も

高く、それぞれの施設で独自の基準を設定してい

ることが多かった。 

 

壊死性腸炎（NEC）を合併した児を診察した施設は

15 施設（41％）であったが、標準的に DHM を利用

している（年間２０人以上に利用している）７施設

にかぎってみると壊死性腸炎の診療があったのは

２施設であり、うち１施設では在胎２２週台で DHM

は利用せず母親の母乳だけであったことがのちの

聞き取り調査からわかった。またもう一つの施設

でも２例が壊死性腸炎にり患したが、ひとりは DHM

を利用する前の時期で人工乳を与えていた児、も

うひとりは DHM を利用していた状態で動脈管の再

開通が起こり NEC を発症した児であった。つまり

この７施設で NEC症例は１例のみであり、計 292人

の極低出生体重児のうちの 1 例（0.34％）であっ

た。 

 

２）母乳成分分析研究： 

海外の母乳バンクで扱うドナーの内訳をみると、

約 8割が正期産ドナー由来である（3,10）。一方、

日本の母乳バンクにおいては、今回の調査期間に

提供された母乳量は早産 DHM のほうが正期産 DHM

よりも 2 倍以上多く、日本の母乳バンクでは海外

に比べて早産 DHM を多く提供している。結果とし

て、海外の母乳バンクで提供している DHM の母乳

中たんぱく質量と熱量と比較しても、日本の母乳

バンクから提供する DHM は比較的高いたんぱく質

量と熱量を有していると考えられる（表 2）。 

今回検討した結果では単独 DHM であっても、全 DHM

において、たんぱく質量は 1g/dL 以上であった。母

乳中たんぱく質量を正期産女性と早産女性とで検

討したメタ解析では、日齢 4 以降の母乳を比較す

るとその差は 0.2g/dLと報告されており(8)、我々

のデータとも一致する。産後早期は、早産ドナー由

来母乳のほうが正期産母乳よりもたんぱく質量は

高いが、産後 3 か月を過ぎると徐々にその差は減

少することが報告されており、今回の結果もそれ

を示唆するものであった。ただし、正期産の女性が

ドナー登録するのは産後 1 か月以降となるため、

正期産 DHMはすべて産後 2か月以降のものであり、

このことが早産 DHM のたんぱく質量が高値である

という結果に至った可能性も否定できない。熱量

は脂肪含量によって大きく変化するが、早産 DHMの
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ほうが正期産 DHM よりも有意に高く、これも先行

研究と同様の結果であった（8）。搾乳時期とたん

ぱく質量については産後 8 か月まで低下するがそ

の後に上昇するという報告もみられる（9）。今後、

産後半年以上を経過したドナーからの母乳も検討

していく。Limitation として今回の検討は比較的

少数でのパイロットスタディであり、早産 DHM と

正期産 DHM の差については確定的とは言えず、今

後、例数を増やして検討を重ねる必要がある。 

今回の検討からは、単独ドナーであって

も、極端にたんぱく質量が少ないドナー母乳はな

いことが分かった。長期間にわたって DHM を使用

する場合でも、母乳分析を適切に行うことで、単

独・複数 DHM にこだわらずに提供可能と考えられ

る。 

 

３）DHMを利用した家族からの聞き取り調査により、

父親・母親ともに妊娠中からバンクと DHM につい

て知識を得られるよう産科分娩施設とも協力する

必要がある。突然、早産となった母親にとっては不

安・戸惑いも強いなかでの情報提供となる。超早産

児に対する母乳の重要性・早期に経腸栄養を開始

する意義などをわかりやすく説明することに加え

て母親が搾乳する際のエモーショナルサポートが

重要となる。 
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付録１：アンケート調査用紙 

 

貴施設の 

① NICU病床数 （  床） 

② GCU病床数 （  床） 

をご記入ください 

 

1. 2021年の NICU入院数を教えてください。             

（     ）名 

2. 2021年に入院した極低出生体重児（1000～

1499ｇ）と超低出生体重児の人数を記入くだ

さい。 

極低出生体重児：（   ）名 

超低出生体重児：（   ）名 

3. 2021年に消化管疾患の術後の児の診療を行い

ましたか 

□ はい □ いいえ  

4. 2021年、壊死性腸炎（NEC）の児の診療を行

いましたか 

□ はい □ いいえ 

5. 2021年にドナーミルク（DHM）を使った人数

を教えてください：     名 

6. DHMを使う際の同意は 

□ 文書による同意 □ 口頭による同意 

□ それ以外 

7. 同意をとる人は □決められた DHM 担当医 

□主治医 □看護師  

□それ以外 （             ） 

8. DHMの使用を家族から拒否される割合は 

□ なし  

□ ＜5％ □ 5-10% □ 10％以上 

9. DHMの支払いは  

□ 病院 □ 小児科（新生児科）  

□ 患者家族に請求 □ その他（    ） 

10．DHMを利用する基準（あてはまるものはすべ

てチェックしてください） 

 □母親が十分に母乳を産生できない 

 児の在胎週数： □<28週 □28～32週未満 

□33～36週未満 

 児の出生体重： □<1500ｇ □<2000g  

□<2500ｇ 

 □medical NEC の禁乳後 

 □消化管の外科手術後 

 □心疾患の外科手術後 

 □重症仮死で低体温療法後 

 □ミルクアレルギー 

 □家族の希望 

 □その他 

（                    ） 

11．母親の母乳が利用できない場合、DHMから人

工乳に移行する基準 

 □修正 32週に到達したとき 

 □修正 34週に到達したとき 

 □体重 1500gに到達したとき 

 □その他 

（                    ） 

12．以下の項目に 1．そう思う、2．どちらかと

いうとそう思う、３．どちらかというとそう思わ

ない、4。そう思わない、でお答えください 

１）超早産児に対して DHMは健康上の利点がある 

（  ） 

２）後期早産児に対して DHM は健康上の利点があ

る （  ） 

３）正期産児に対して DHMは健康上の利点がある 

（  ） 

４）DHMは強化をすれば早産児の成長に適切であ

る （  ） 

５）DHMの値段（年会費）は適切である 

（  ） 

６）オーダーしてから DHM受け取りまでの時間は

適切である （  ） 

７）母乳バンクから提供している DHMは安全であ
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る （  ） 

８）患児の家族は DHMに受容的である （  ） 

９）看護師は DHMに受容的である （  ） 

10）新生児科医師は DHM に受容的である 

（  ） 

13．経腸栄養の開始は施設で  

□標準化している □主治医の裁量による 

 

超低出生体重児（AGAのみ）において： 

14.理想的には
．．．．．

経腸栄養は生後何時間以内に開始

すべきと思いますか（      ）時間 

15.実際には
．．．．

経腸栄養は生後どのくらいから開始

していますか 

（母親の母乳の場合、開始したと判断する時期

は、①3時間ごとに届く、②投与を指示する量が

届く（例：1mL×8回なら 1mL以上が届く）、とし

ます） 

□12時間以内 □12～24時間 □24～48時間 

□48～72時間 □その他 

16.経腸栄養の開始は何を用いていますか： 

□母親の母乳 □DHM □ もらい乳（パスツール

なし） □人工乳 □経管栄養剤（複数選択可） 

 

母親の母乳または DHM以外をチェックされた施設

の先生へ：その理由を教えてください。 

 

超低出生体重児（SGAのみ）において： 

17.理想的には
．．．．．

経腸栄養は生後何時間以内に開始

すべきと思いますか（      ）時間 

18.実際には
．．．．

経腸栄養は生後どのくらいから開始

していますか 

（母親の母乳の場合、開始したと判断する時期

は、①3時間ごとに届く、②投与を指示する量が

届く（例：1mL×8回なら 1mL以上が届く）、とし

ます） 

□12時間以内 □12～24時間 □24～48時間 

□48～72時間 □その他 

19経腸栄養の開始は何を用いていますか： 

□母親の母乳 □DHM □ もらい乳（パスツール

なし） □人工乳 □経管栄養剤（複数選択可） 

 

極低出生体重児（1000g～：AGA のみ）において： 

20.理想的には経腸栄養は生後何時間以内に開始

すべきと思いますか（      ）時間 

21.実際には経腸栄養は生後どのくらいから開始

していますか 

（母親の母乳の場合、開始したと判断する時期

は、①3時間ごとに届く、②投与を指示する量が

届く（例：1mL×8回なら 1mL 以上が届く）、とし

ます） 

□12時間以内 □12～24時間 □24～48時間 

□48～72時間 □その他 

22..経腸栄養の開始は何を用いていますか： 

□母親の母乳 □DHM □人工乳（複数選択可） 

母親の母乳または DHM以外をチェックされた施設

の先生へ：その理由を教えてください。 

 

極低出生体重児（1000g～：SGA のみ）において： 

23.理想的には経腸栄養は生後何時間以内に開始

すべきと思いますか（      ）時間 

24.実際には経腸栄養は生後どのくらいから開始

していますか 

（母親の母乳の場合、開始したと判断する時期

は、①3時間ごとに届く、②投与を指示する量が

届く（例：1mL×8回なら 1mL 以上が届く）、とし

ます） 

□12時間以内 □12～24時間 □24～48時間 

□48～72時間 □その他 

25..経腸栄養の開始は何を用いていますか： 

□母親の母乳 □DHM □人工乳（複数選択可） 

＊＊＊ 


